
 
 
 
 
 

 
 

第第１１章章  

東東京京都都ににおおけけるる  

昇昇降降機機等等定定期期検検査査報報告告制制度度のの運運用用 

 





第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

１.昇降機等定期検査報告書の報告先 

建建  築築  物物  のの  所所  在在  地地  報報  告告  先先  

・特別区（２３区）における延べ面積１０，０００㎡超えの建築物 

・一敷地内に１０，０００㎡超えの建築物があり、その他建築物が１０，０００㎡ 

以下の建築物があった場合は東京都が所管行政である 

・島嶼 

東 京 都 知 事 

稲城市、国立市、狛江市、昭島市、多摩市、東大和市小金井市、羽村市、

清瀬市、東久留米市、東村山市、あきる野市、武蔵村山市、西多摩郡、 

青梅市、福生市 

多摩建築指導事務所長 

千 代 田 区 千 代 田 区 長 

中 央 区 中 央 区 長 

港 区 港 区 長 

新 宿 区 新 宿 区 長 

文 京 区 文 京 区 長 

台 東 区 台 東 区 長 

墨 田 区 墨 田 区 長 

江 東 区 江 東 区 長 

品 川 区 品 川 区 長 

目 黒 区 目 黒 区 長 

大 田 区 大 田 区 長 

世 田 谷 区 世 田 谷 区 長 

渋 谷 区 渋 谷 区 長 

中 野 区 中 野 区 長 

杉 並 区 杉 並 区 長 

豊 島 区 豊 島 区 長 

北 区 北 区 長 

荒 川 区 荒 川 区 長 

板 橋 区 板 橋 区 長 

練 馬 区 練 馬 区 長 

足 立 区 足 立 区 長 

葛 飾 区 葛 飾 区 長 

江 戸 川 区 江 戸 川 区 長 

八 王 子 市 八 王 子 市 長 

町 田 市 町 田 市 長 

府 中 市 府 中 市 長 

調 布 市 調 布 市 長 

武 蔵 野 市 武 蔵 野 市 長 

三 鷹 市 三 鷹 市 長 

日 野 市 日 野 市 長 

立 川 市 立 川 市 長 

国 分 寺 市 国 分 寺 市 長 

西 東 京 市 西 東 京 市 長 

小 平 市 小 平 市 長 
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第１章 東京都における昇降機定期検査報告制度の運用 

２.事務処理の流れ 
東京都における昇降機・遊戯施設に係る定期検査報告制度の運用については、「東京都昇降機等定期検

査報告事務処理要領」によって制度の適正かつ円滑な運用を図ることにしており、その事務処理フロー

は次のとおりとなっている。 

（（１１））定定期期検検査査報報告告書書  

①①  提提出出フフロローーチチャャーートト  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

定期検査報告書 （以下 報告書） 
定期検査報告済証（以下 報告済証） 

① 　　検査実施・報告書作成 ② ③
検 　　　要是正・要重点点検 検 報
査 　　　の指摘ある場合は 査 告
依 　　　別添様式報告書作成 結 書
頼 果 提

報 出
告 依

頼

⑤報告書受付、報告書の事前審査、要是正・
　 要重点点検・既存不適格のデータ入力・管理、
　 報告済証作成、要是正・要重点点検ある場合
　 は別添様式報告書の確認

特特　　　　定定　　　　行行　　　　政政　　　　庁庁

　⑦報告書（正本・概要書・副本），報告済証 受理・審査後収受押印
　　 報告書（副本），報告済証 を返却

所所　　有有　　者者　　（（管管　　理理　　者者））

昇昇　　降降　　機機　　等等　　検検　　査査　　員員

一一般般社社団団法法人人　　東東京京都都昇昇降降機機安安全全協協議議会会

⑪

報
告
書
（
副
本
）

報
告
済
証
返
却

⑫報告済証掲示

⑨報告済証発行

明細書作成

⑩
報
告
書
（
副
本
）
・
報
告
済
証

及
び
報
告
済
証
発
行
明
細
書

送
付

⑧
報
告
書
（
副
本
）
・
報
告
済
証
交
付

④
報
告
書
提
出

（
正
本
・
概
要
書
・
副
本
）

⑥
報
告
書
（
正
本
・
概
要
書
・
副
本
）

及
び
報
告
済
証
を
提
出
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第１章　東京都における昇降機定期検査報告制度の運用

※

← →

※ ※

← → ← →

※ 報告書は、報告の日前１ヶ月以内に検査し、

作成したものでなければならない。（注記）

（東京都建築基準法施行細則 第１３条第５項）

（注記）検査実施日より報告まで１ｹ月を超えた場合には

再検査を実施し１ｹ月以内の報告が必要となる。

とする。

１回とする。

但し、検査済証交付を受けた日より１年経過してから定期検査をするのが望ましいが、１年目

初
回
 
報
告
日

第
二
回
目
報
告
期
限

初回報告の時期は、「検査済証」の交付を受けた日の翌日から起算して２年を経過する日までに

１年

② 定期検査報告の報告時期について（東京都建築基準法施行細則 第１３条第２項）

一
ヶ

月
前
検
査

検
査
済
証
交
付
日

初
回
報
告
期
限

第三回報告期間

一
ヶ

月
前
検
査

１年

２． 初回報告後においては、前回の報告を行った日の翌日から起算して１年を経過する日までに１回

１．

第
三
回
目
報
告
期
限

一
ヶ

月
前
検
査

第二回報告期間

より定期検査をされる場合は、事前に各特定行政庁に問合わせすること。

２年を経過する日までに１回
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第１章 東京都における昇降機定期検査報告制度の運用 

（（２２））定定期期検検査査報報告告書書（（要要是是正正指指摘摘））のの対対応応フフロローーチチャャーートト  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・昇降機等改善指導書 （以下 改善指導書）  ・昇降機等改善工事完了届 （以下 工事完了届） 

・定期検査報告済証  （以下 報告済証） 

⑦ ⑱報告済証掲示

⑤ 工

③ 改 事 ⑰報告済証送付

改 善 完 　 工事完了届（副）返却

善 工 了

工 事 届

事 完 提

依 了 出

頼 報 依

④改善工事実施 告 頼 ⑯報告済証送付明細書保管

   ＊完了届作成 　 データ入力

⑧

工 ⑮報告済証

事 　 報告済証送付明細書 送付

完 　 工事完了届（副）返却

了

届

提

出

　⑨工事完了届受付、受付印押印、 ⑭報告済証送付明細書作成

　　  内容事前審査、データ入力 ⑬データ入力，報告済証確認

② ⑩

改 工 　工事完了届（副）返却

善 事

指 完

導 了

書 届

提

出

①報告書「要是正」の判定があるものに対して指摘部分の審査、検査者、所有者等への

　 事情聴取、「改善指導書」等の発行。

特特　　　　定定　　　　行行　　　　政政　　　　庁庁

（
正
１
部
・
副
１
部

）

⑪　1.工事完了届受領、内容審査、承認
　　　   収受印押印
　　 2.報告済証交付

⑫報告済証 送付
（
正
１
部
・
副
１
部

）

所所　　有有　　者者　　（（管管　　理理　　者者））

昇昇　　降降　　機機　　等等　　検検　　査査　　員員

一一般般社社団団法法人人　　東東京京都都昇昇降降機機安安全全協協議議会会

⑥改善工事結果
　 把握・工事完了届
　 内容確認
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第１章 東京都における昇降機定期検査報告制度の運用 

（（３３））特特定定建建築築設設備備等等廃廃止止・・休休止止届届，，特特定定建建築築設設備備等等再再使使用用届届，，建建築築物物等等のの所所有有者者等等変変更更届届（以下 纏めて届書）  

 

①①  提提出出フフロローーチチャャーートト  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①届書作成 ⑪届書(副)保管

② ⑩

届 届

書 書

提 （副）

出 送

依 付

頼

③ ③ ⑨

届 届 届

書 書 書

提 提 （副）

出 出 送

付

⑤

届

書 ⑦

提 届

出 書

（副）

返

却

特特　　　　定定　　　　行行　　　　政政　　　　庁庁

（

正
1
部
、

副
1
部
）

（

正
1
部
、

副
1
部
）

④届書受付、受付印押印
　内容事前審査、データ入力

⑥届書受領、内容審査、
　承認、収受印押印

（

正
1
部
、

副
1
部
）

　⑧届書(副)コピー保管
　　データ入力

所所　　有有　　者者　　（（管管　　理理　　者者））

昇昇　　降降　　機機　　等等　　検検　　査査　　員員

一一般般社社団団法法人人　　東東京京都都昇昇降降機機安安全全協協議議会会

（

正
1
部
、

副
1
部
）

（正１部、副１部）
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第１章　東京都における昇降機定期検査報告制度の運用

※ 報告書は、報告の日前1ヶ月以内に検査
し、作成したものでなければならない。
（東京都建築基準法施行細則 第１３条第６項）

※

←← →→ ←← →→

休休止止ししてていいたた昇昇降降機機等等をを
再再使使用用すするる33日日前前ままででにに
提提出出

特定建築設備等廃止・使用休止届

報告を行った日の翌日から起算して、１年を経過する日の翌日以降の日まで使用を休止する場合に

限り、遅滞なく「特定建築設備等廃止・使用休止届」を特定行政庁に届け出なければならない。

（東京都建築基準法施行細則第１３条第８項）

特定建築設備等再使用届

休止の届出をした報告対象特定建築設備等を再使用しようとするときは、使用する日の３日前までに

「特定建築設備等再使用届」に定期検査報告書（正・副）及び定期検査報告概要書を添えて特定行政

庁に届け出なければならない。

（東京都建築基準法施行細則第１３条第１０項）

②②休休止止・・再再使使用用時時のの届届書書提提出出時時期期ににつついいてて
　　（東京都建築基準法施行細則 第１３条第８項、同条第１０項）

特
定
建
築
設
備
等

廃
止
・
使
用
休
止
届

一
ヶ

月
前

第
二
回
目
報
告
期
限

再使用届時の報告日より１年
第２回報告期間

再
使
用
開
始
日

１．

２．

最
後
に
報
告
を
行
っ

た
日

三三
日日
前前

（定期報告不要）

１年以上使用
休止期間

再再
使使
用用
すす
るる
場場
合合

　
定
期
検
査
報
告
書

　
（

正
・
副
・
概
要
書
）

特
定
建
築
設
備
等
再
使
用
届

8



第１章 東京都における昇降機定期検査報告制度の運用 

３.工事完了検査済（証）・定期検査報告済証について 

事務処理を円滑、かつ定期報告制度の実効性を高めるために、東京都内各行政庁が定める様式のほか、

東京都昇降機等定期検査報告事務処理要領により次の様式を定めている。 

① 工事完了検査済（証） 

特定行政庁から送付された昇降機等設置台数表等に基づいて、新規の定期検査報告を行う対象昇降機

等の報告義務者に対して「工事完了検査済（証）」を作成し送付する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

② 昇降機等定期検査報告済証 

特定行政庁から送付された昇降機等定期検査報告済証は建築基準法に基づき、定期的に検査を実施し

ていることを明らかにするためエレベーターにあっては、かご室や見やすい位置に掲示することとし

ている。また、定期報告手続中に有効期限の過ぎた報告済証については「昇降機等定期検査報告手続

中」により手続中である旨を表示する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    

※「昇降機等 定期検査報告済証」の有効期限について 
建築基準法第 12条第 3項の条文に報告時期に関して「定期に報告しなければならない」とのことから定期検査 
報告済証の有効期限月が定期の報告時期に該当します。従って、本来報告すべき時期（基準月）から遅れて報告 
された場合にあっては定期検査報告済証の有効期限の月は原則として前回発行の翌年同月で発行。 
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第１章　東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用

（（１１））特特定定行行政政庁庁別別  建建築築基基準準法法施施行行細細則則（（規規則則））及及びび届届書書様様式式 赤字は変更箇所 令和 5年 10月現在

廃廃止止・・休休止止届届 再再使使用用届届 所所有有者者等等変変更更届届
根根拠拠条条文文 根根拠拠条条文文 根根拠拠条条文文
様様　　　　式式 様様　　　　式式 様様　　　　式式

細則第13条第8項 細則第13条第10項 細則第13条の2
第21号様式の2 第21号様式の2の2 第21号様式の2の3
細則第11条第8項 細則第11条第10項 細則第11条の2
第9号様式の2 第9号様式の2の2 第9号様式の2の3

細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2
第11号様式 第11号の1の2様式 第11号の1の3様式

細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2
第11号様式 第11号様式の2 第11号様式の3

細則第13条の2第8項 細則第13条の2第10項 細則第13条の3
第11号様式 第11号の2様式 第11号の3様式

細則第12条第8項 細則第12条第10項 細則第12条の2
別記様式第13号 別記様式第14号 別記様式第14号の2
細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2
別記第5号様式の2 別記第5号様式の2の2 別記第5号様式の2の3
細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2

第11号様式 第11号の2様式 第11号の3様式
細則第11条第8項 細則第11条第10項 細則第11条の4

別記第１0号の2様式 別記第10号の3様式 別記第10号の5様式
細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2

第11号様式 第11号の2様式 第11号の3様式
細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2

第11号様式 第11号の2様式 第11号の3様式
規則第14条第7項 規則第14条第9項 規則第14条の2
第8号様式の3 第8号様式の4 第8号様式の5

細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2
第11号様式 第11号の2様式 第11号の2の2様式

細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2
別記第11号様式 別記第11号様式の2 別記第11号様式の3
細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2

第11号様式 第11号様式の2 第11号様式の3
細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の2
第10号様式の2 第10号様式の3 第10号様式の4
細則第10条第8項 細則第10条第10項 細則第10条の5
別記第8号様式の2 別記第8号様式の2の2 別記第8号様式の5
細則第14条第8項 細則第14条第10項　 細則第14条の2　

第11号様式 第11号様式の4 第11号様式の5
細則第14条第8項 細則第14条第10項 細則第14条の3
別記第11号様式 別記第12号様式 別記第12号様式の2
細則第10条第8項 細則第10条第10項 細則第10条の2

第8号様式（その1） 第8号様式（その2） 第8号様式（その3）
規則第13条第8項 規則第13条第10項 規則第13条の2
第10号の3様式 第10号の4様式 第10号の5様式
細則第13条第8項 細則第13条第10項 細則第13条の3
別記第9号様式 別記第9号様式の2 別記第9号様式の5
細則第11条第8項 細則第11条第10項 細則第11条の2
第１0号様式の6 第10号様式の7 第10号様式の9
細則第16条第8項 細則第16条第10項 細則第16条の2

第11号様式 第11号様式の2 第11号様式の3
細則第14条第7項 細則第条14第9項 細則第14条の2

第11号様式 第11号の2様式 第11号の2の2様式
細則第13条第9項 細則第13条第11項 細則第13条の2

第8号様式 第9号様式 第9号様式の2
細則第12条第8項 細則第12条第10項 細則第12条の2

第11号様式 第11号様式の2 第11号様式の3
細則第13条第8項 細則第13条第10項 細則第13条の2

第11号様式 第11号様式の2 第11号様式の3
細則第13条第8項 細則第13条第10項 細則第13条の2

第9号様式 第10号様式 第11号様式
細則第13条第8項 細則第13条第10項 細則第13条の2

様式第12号 様式第12号の2 様式第12号の3
細則第9条第8項 細則第9条第10項 細則第9条の2
第8号様式の1 第8号様式の1の2 第8号様式の1の3

細則第12条第8項 細則第12条第10項 細則第12条の2
第13号様式 第13号様式の2 第13号様式の3

細則第12条第8項 細則第12条第10項 細則第13条
様式第14号 様式第15号 様式第16号

細則第12条第8項 細則第12条第10項 細則第13条
様式第14号 様式第15号 様式第16号

細則第16条第8項 細則第16条第10項 細則第17条
別記様式第24号 別記様式第25号 別記様式第26号

４．各種届書 様式　

中央区建築基準法施行細則

特特定定行行政政庁庁

千代田区

中央区

建建築築基基準準法法施施行行細細則則（（規規則則））

東京都 東京都建築基準法施行細則

千代田区建築基準法施行細則

杉並区建築基準法施行細則

八王子市 八王子市建築基準法施行細則

足立区建築基準法施行細則

葛飾区建築基準法施行細則

江戸川区 江戸川区建築基準法施行細則

葛飾区

足立区

北区建築基準法施行細則

港　区

新宿区

中野区

台東区建築基準法施行細則

港区建築基準法施行細則

新宿区建築基準法施行細則

墨田区建築基準法施行細則

江東区建築基準法施行細則

墨田区

世田谷区

品川区

目黒区

文京区建築基準法施行細則文京区

台東区

大田区

江東区

板橋区

豊島区

杉並区

豊島区建築基準法施行細則

板橋区建築基準法施行細則

目黒区建築基準法施行細則

大田区建築基準法施行規則

世田谷区建築基準法施行細則

荒川区建築基準法施行細則荒川区

北　区

品川区建築基準法施行細則

渋谷区建築基準法施行細則

中野区建築基準法施行細則

渋谷区

立川市

練馬区 練馬区建築基準法施行規則

調布市

武蔵野市

町田市建築基準法施行細則

府中市建築基準法施行細則府中市

町田市

調布市建築基準法施行細則

日野市建築基準法施行細則

立川市建築基準法施行細則

武蔵野市建築基準法施行細則

三鷹市建築基準法施行細則三鷹市

日野市

小平市 小平市建築基準法施行細則

西東京市 西東京市建築基準法施行細則

国分寺市建築基準法施行細則国分寺市
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第１章 東京都における昇降機定期検査報告制度の運用 

（（２２））各各種種届届書書  様様式式    （次の届書様式は東京都様式を掲載しています。）  

次のページより以下の通り各届書様式と記入例を掲載しています。 

 

① 廃止・使用休止届，再使用届，所有者等変更届 

（ｲ）特定建築設備等廃止・使用休止届（第 21 号様式の 2）  

特定建築設備等廃止・使用休止届（第 21 号様式の 2）【記入例】 

 

（ﾛ）特定建築設備等再使用届（第 21 号様式の 2 の 2） 

特定建築設備等再使用届（第 21 号様式の 2 の 2）【記入例】 

 

（ﾊ）建築物等の所有者等変更届（第 21 号様式の 2 の 3）  

建築物等の所有者等変更届（第 21 号様式の 2 の 3）【記入例】 

 

（ﾆ）定期検査報告書各種様式の補足資料 

 

② 昇降機等改善工事完了届 

（ｲ）昇降機等改善工事完了届 

昇降機等改善工事完了届 【記入例】 

 

③ 事故報告書 

（ｲ）事故報告書（速報）（第 21 号様式の 5） 

（ﾛ）事故報告書（詳細）（第 21 号様式の 6） 

11



第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

第21号様式の2(第13条関係) 

特定建築設備等 
廃 止 

使用休止 
届 

 下記の特定建築設備等を 
廃 止 

使用休止 
したので、東京都建築基準法施行細則第13条第8項の規定により届け出 

ます。 

年  月  日  

 東京都知事    殿 

届出者 住所                            

氏名                           

電話    (    )                   

(法人にあつては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

記 

  

1 所有者の住所及び氏名   

  

2 管理者の住所及び氏名   

３ 

建
築
物
の
概
要 

(1) 所 在 地 
住居表示 

(地名地番) 

(2) 名 称   

(3) 用 途   

(4) 規 模 階数 (地上   階・地下   階)、延べ面積 (       m2) 

4 
特定建築設備等の種類、

用 途 及 び 構 造   

5 

確 認 済 証 交 付 者 

確認済証交付年月日

及 び 番 号 年  月  日      号          

6 

検 査 済 証 交 付 者 

検査済証交付年月日

及 び 番 号 年  月  日      号          

7 
前 回 報 告 年 月 日

及 び 番 号 

防火設備：      年  月  日   番号 

建築設備：      年  月  日   番号 

昇降機等：      年  月  日   番号 

8 
廃 止 及 び

使 用 休 止 の 理 由   

9 
廃 止 年 月 日

使 用 休 止 期 間 

廃止年月日：   年  月  日 

使用休止期間：   年  月  日 から   年  月  日 まで 

※
受
付
欄 

  

 (注意) 

  1 ※印のある欄は、記入しないでください。 

  2 使用休止期間が変更になる場合は、改めて特定建築設備等使用休止届を提出してください。 

 

 

(日本工業規格A列4番) 
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第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

 

 

 

 

第21号様式の2(第13条関係) 

特定建築設備等 廃 止 

使用休止 
届 

 下記の特定建築設備等を 
廃 止 

使用休止 したので、東京都建築基準法施行細則第13条第8項の規定により届け出ます。 

  

令和××年××月××日  

  東東京京都都知知事事        殿殿  

届出者 住所 新宿区西新宿○-○-○                    

氏名 ○○株式会社代表取締役                  

○ ○ ○ ○                    

電話 03(1234)56789                           

(法人にあつては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

記記  

  

1 所有者の住所及び氏名 
新宿区西新宿○-○-○ 

○○株式会社代表取締役 ○ ○ ○ ○ 

  

2 管理者の住所及び氏名 
新宿区西新宿△-△-△ 

△△株式会社代表取締役 △ △ △ △ 

３ 

建
築
物
の
概
要 

(1) 所 在 地 
住居表示  新宿区西新宿○－○－○ 

(地名地番) 新宿区西新宿○－○ 

(2) 名 称 ○○○○ビル 

(3) 用 途 事務所・飲食店舗 

(4) 規 模 階数 (地上 １０階・地下 ２階)、延べ面積 (１５，０００m2) 

4 
特 定 建 築 設 備 等 の 

種 類 、用 途 及 び 構 造 
昇降機等：小荷物専用昇降機 

5 

確 認 済 証 交 付 者 

確 認 済 証 交 付 年 月 日 

及 び 番 号 

東京都建築主事 ○○ ○○ 

昭和４３年 １月 １０日   第２８３号  

6 

検 査 済 証 交 付 者 

検 査 済 証 交 付 年 月 日 

及 び 番 号 

東京都建築主事 ○○ ○○ 

昭和４３年 ５月 １０日   第２８３号 

7 
前 回 報 告 年 月 日及

び 番 号 

防火設備：      年  月  日   番号 

建築設備：      年  月  日   番号 

昇降機等：  令和〇年 〇月 〇日   番号 １１１１１１１１１１ 

8 
廃 止 及 び

使 用 休 止 の 理 由 
老朽化のため 

9 
廃 止 年 月 日使

用 休 止 期 間 

廃 止 年 月 日： 令和○年 ○月 ○日 

使用休止期間：   年  月  日 から   年  月  日 まで 

※
受
付
欄 

    

 (注意) 

  1 ※印のある欄は、記入しないでください。 

  2 使用休止期間が変更になる場合は、改めて特定建築設備等使用休止届を提出してください。 

  

(日本工業規格A列4番) 

 

【参考】 
 東京都建築基準法施行細則第 13 条第 8 項 

令第十六条第三項及び前条各号に掲げる特定建築設備等を廃止し、又 
は使用を休止（当該特定建築設備等について、最後に法第十二条第三 
項の規定による報告を行った日の翌日から起算して一年（令第百三十八

条の三に規定する昇降機等にあっては、六月）を経過する日の翌日以降
の日まで休止する場合に限る。）したときは、遅滞なく、別記第 二十一号
様式の二による特定建築設備等廃止・使用休止届を知事に届け出なけれ

ばならない。ただし、建築物の全部を除却することに伴い、 除却した建築
物に設置された特定建築設備等を廃し、かつ、第十一条 第四項に規定
する建築物除却届を知事に届け出た場合はこの限りではない。  

いずれかに○をつけて下さい 

報告日を記入して下さい。報告日は、廃止・使用休止の前
後いずれでも結構ですが、第 13 条第 8 項では、「遅滞なく」
届け出を行なうことを求めています。  

記記入入例例  

原則、所有者と管理者が異なる場合は、管理者が届け出を行
なって下さい。 

訂正時には二重線等で訂正して下さい（訂正印不要） 

廃止又は使用休止する特定建築設備等のみについて記載し

て下さい。 

<昇降機> 
昇降機等を廃止又は使用休止する場合のみ、昇降機定期検査報告書第１面 
下の「東京都昇降機安全協議会」受付印の日付及び右下「登録番号」を記載し
て下さい。  
なお、複数台数の昇降機等が設置されている建築物で、その一部分のみ廃止
等を行う場合、廃止等を行う昇降機等のみについて記載して下さい。 

指定確認機関による確認等
の場合、当該指定確認機関

名、 当該指定確認機関で
発行された確認済証等の番
号・日付を記載して下さい。 
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第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

第21号様式の2の2(第13条関係) 

特定建築設備等再使用届 

 

 下記の特定建築設備等を再使用したいので、東京都建築基準法施行細則第13条第10項の規定により届け出

ます。 

 

年  月  日  

 東京都知事    殿 

届出者 住所                            

氏名                          

電話    (     )                  

(法人にあつては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

 

記 

  

1 所有者の住所及び氏名   

  

2 管理者の住所及び氏名   

３ 

建

築

物

の

概

要 

(1) 所 在 地 
住居表示 

(地名地番) 

(2) 名 称   

(3) 用 途   

(4) 規 模 階数 (地上   階・地下   階)、延べ面積 (       m2) 

4 
特定建築設備等の種類、

用 途 及 び 構 造   

5 

確 認 済 証 交 付 者 

確認済証交付年月日

及 び 番 号 年  月  日      号           

6 
使 用 休 止 届 届 出 日

(使 用 休 止 期 間) 

          年  月  日 

(使用休止期間：  年  月  日 から  年  月  日 まで) 

7 
前 回 報 告 年 月 日

及 び 番 号 

防火設備：      年  月  日  番号 

建築設備：      年  月  日  番号 

昇降機等：      年  月  日  番号 

8 再 使用開始年月日           年  月  日 

※

受

付

欄 

  

 (注意) 

  1 ※印のある欄は、記入しないでください。 

  2 築基準法施行規則第6条第3項及び第4項又は第6条の2の2第3項及び第4項に規定する書類のうちそれ

ぞれ該当するものを添付してください。 

   

 

(日本工業規格A列4番) 

14



第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

 

 

 

第21号様式の2の2(第13条関係) 

特定建築設備等再使用届 

 

 

 下記の特定建築設備等を再使用したいので、東京都建築基準法施行細則第13条第10項の規定により届け出ます。 

 

令和××年××月××日  

 東京都知事   殿 

届出者  住所 新宿区西新宿○-○-○          

氏名 ○○株式会社代表取締役         

○ ○ ○ ○           

電話 03(1234)56789              

(法人にあつては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

 

記 

  

1 所有者の住所及び氏名 
新宿区西新宿○-○-○ 

○○株式会社代表取締役 ○ ○ ○ ○ 

  

2 管理者の住所及び氏名 
新宿区西新宿△-△-△ 

△△株式会社代表取締役 △ △ △ △ 

３ 

建

築

物

の

概

要 

(1) 所 在 地 

住居表示  新宿区西新宿○－○－○ 

(地名地番) 新宿区西新宿○－○ 

(2) 名 称 ○○○○ビル 

(3) 用 途 事務所・飲食店舗 

(4) 規 模 階数 (地上 １０階・地下  ２階)、延べ面積 (１５，０００ m2) 

4 
特定建築設備等の種類、 

用 途 及 び 構 造 
昇降機等：小荷物専用昇降機  

5 

確 認 済 証 交 付 者 

確 認 済 証 交 付 年 月 日 

及 び 番 号 

東京都建築主事 ○○ ○○ 

平成２３年 ５月１０日  第２８３号 

6 
使 用 休 止 届 届 出 日 

(使 用 休 止 期 間 ) 

令和 ３年１０月 １日 

(使用休止期間：令和 ３年１０月 １日から令和 ５年 ９月３０日まで) 

7 
前 回 報 告 年 月 日 

及 び 番 号 

防火設備：      年  月  日  番号 

建築設備：      年  月  日  番号 

昇降機等：  令和 ３年 ６月 １日  番号 １１１１１１１１１１ 

8 再 使 用 開 始 年 月 日 令和 ５年 ８月１０日 

※

受

付

欄 

  

 (注意) 

  1 ※印のある欄は、記入しないでください。 

  2 建築基準法施行規則第6条第3項及び第4項又は第6条の2の2第3項及び第4項に規定する書類のうち、それぞれ該当する 

ものを添付してください。 

   

(日本工業規格A列4番) 

【参考】 

東京都建築基準法施行細則第 13 条第 10 項 
第八項の規定による休止の届出をした特定建築設備等を再使用し
ようとするときは、使用する日の三日前までに、別記第二十一号様

式の二の二による特定建築設備等再使用届に規則第六条第三項及
び第四項に定めるそれぞれ該当する書類を添えて知事に届け出な
ければならない。 

記記入入例例  

再使用開始年月日の３日前までに提出して下さい 

原則、所有者と管理者が異なる場合は、管理者が届け出を行

なって下さい。 

訂正時には二重線等で訂正して下さい（訂正印不要） 
 

 

再使用する特定建築設備等のみについて記載して下さい 

指定確認機関による確認等の
場合、当該指定確認機関名、 
当該指定確認機関で発行され 

た確認済証等の番号・日付を 
記載して下さい。  
以 

以前に提出された、「特定建築設備
等使用休止届」の届出日、 届出期間
を記載して下さい。 

第 13条第 10項による再使用届は、  再再使使用用のの３３日日前前ままでで
に定期検査報告書を添えて特定行政庁への提出が必要です。 

<昇降機等> 

昇降機等を廃止又は使用休止する場合のみ、昇降機定期
検査報告書第１面下の「東京都昇降機安全協議会」受付印
の日付及び右下「登録番号」を記載して下さい。 

なお、複数台数の昇降機等が設置されている建築物で、そ
の一部分のみ廃止等を行う場合、廃止等を行う昇降機等の
みについて記載して下さい。 
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第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

第21号様式の2の3(第13条の2関係) 

建築物等の所有者等変更届 

 定期報告対象建築物等の所有者等を下記のとおり変更したので、東京都建築基準法施行細則第13条の2の規

定により届け出ます。 

年  月  日  

 東京都知事    殿 

届出者 住所                            

氏名                            

電話   (    )                    

(法人にあつては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

 

記 

  

１ 

定
期
報
告
対
象
建
築
物
等 

(1) 建築物等の所在地 
住居表示 

  

(地名地番) 

(2) 建 築 物 の 名 称   

(3) 建 築 物 の 用 途   

(4) 検査対象防火設備   

(5) 検査対象建築設備   

(6) 検査対象昇降機等   

(7) 
前回報告年月日

及 び 番 号 

特定建築物     年  月  日   番号 

防火設備      年  月  日   番号 

建築設備      年  月  日   番号 

昇降機等      年  月  日   番号 

２ 

変
更
事
項 

(1) 
所 有 者 の 住 所

及 び 氏 名 

新 

旧 

(2) 
管 理 者 の 住 所

及 び 氏 名 

新 

旧 

(3) 建 築 物 の 名 称 
新 

旧 

3 変 更 し た 日            年  月  日 

4 変 更 の 理 由   

※
受
付
欄 

  

 (注意) 

  1 ※印のある欄は、記入しないでください。 

  2 変更事項のうち該当する項目について記入してください。 

   

 

(日本工業規格A列4番) 

16



第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

 

 

第21号様式の2の3(第13条の2関係) 

建築物等の所有者等変更届 

 定期報告対象建築物等の所有者等を下記のとおり変更したので、東京都建築基準法施行細則第13条の2の規定により届け出ます。 

令和××年××月××日  

 東京都知事    殿 

届出者 住所 新宿区西新宿○-○-○          

氏名 ○○株式会社代表取締役         

○ ○ ○ ○          

電話 03(1234)56789              

(法人にあっては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

 

記 

  

１ 

定
期
報
告
対
象
建
築
物
等 

(1) 建築物等の所在地 
住居表示  新宿区西新宿○－○－○ 

  

(地名地番) 新宿区西新宿○－○ 

(2) 建築物の名称 ○○○○ビル 

(3) 建築物の用途 事務所・飲食店舗 

(4) 検査対象防火設備  

(5) 検査対象建築設備  

(6) 検査対象昇降機等 エレベーター､エスカレーター 

(7) 
前回報告年月日及び

番 号 

特定建築物     年  月  日   番号 

防火設備      年  月  日   番号 

建築設備      年  月  日   番号 

昇降機等  令和 ２年 ６月 １日   番号 １１１１１１１１１１ 

２ 

変
更
事
項 

(1) 
所 有 者 の 住 所及

び 氏 名 

新 〒000-0000 ○○区○○町○－○－○ 
   ○○株式会社代表取締役  ○○ ○○ 

旧 〒000-0000 △△区△△町△－△－△ 
        △△株式会社代表取締役  △△ △△ 

(2) 
管 理 者 の 住 所及

び 氏 名 

新 〒000-0000 □□区□□町□－□－□ 
        □□株式会社代表取締役  □□ □○ 

旧    同  上 

(3) 建 築 物 の 名 称 
新 ○○○○ビル 

旧 △△△△ビル 

3 変 更 し た 日      令和○○年 ○月 ○日 

4 変 更 の 理 由 売買のため 

※
受
付
欄 

  

 (注意) 

  1 ※印のある欄は、記入しないでください。 

  2 変更事項のうち該当する項目について記入してください。 

   

   

(日本工業規格A列4番) 

【参考】  
東京都建築基準法施行細則第 13 条の 2 
規則第五条第三項、第六条第三項又は第六条の二の二第三項の規

定により報告をした所有者(所有者と管理者とが異なる場合において
は、管理者)は、所有者、管理者又は報告をした建築物の名称を変更
したときは、遅滞なく、別記第二十一号様式の二の三による建築物等

の所有者等変更届を知事に届け出なければならない。 記記入入例例  

原則、所有者と管理者が異なる場合は、管理者が届け出を行
なって下さい。 

訂正時には二重線等で訂正して下さい（訂正印不要） 

 

報告日を記入してください。報告日は、所有等変更の前後いずれでも結構ですが、
第 13 条の２では、「遅滞なく」届け出を行なうことを求めています。 

所有者変更の場合は所有権移転
日等、管理者変更の場合は新た
な管理契約を行なった日等を記入

して下さい。 

<昇降機等> 

 昇降機定期検査報告書第１面下
の「東京都昇降機安全協議会」受
付印の日付及び右下の「登録番

号」を記載して下さい。 
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第１章 東京都における昇降機定期検査報告制度の運用 

定定期期検検査査報報告告書書各各種種様様式式のの補補足足資資料料  
  

号号  機機  前前回回報報告告年年月月日日  番番  号号  

      

      

      

      

      

      

 
（注記）この補足資料は、建築物に複数の昇降機が設置されていた場合に以下の各種様式を提出する際、その届書

を補足するものである。 

 ・特定建築設備等廃止・休止届 （東京都建築基準法施行細則 第 21 号様式の 2） 

 ・特定建築設備等再使用届  （東京都建築基準法施行細則 第 21 号様式の 2 の 2） 

 ・建築物等の所有者等変更届 （東京都建築基準法施行細則 第 21 号様式の 2 の 3） 

 

18
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第１章　東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用

日付で改善指導があった下記事項について

日に当該工事を完了したので届けます。

所有者(管理者)

住所・氏名

昇降機等検査員

住所・氏名

( )

（注意） ※印のある欄は、記入しないでください。

（日本工業規格Ａ列４番）

記

※
　
受
　
付
　
欄

建 物 所 在 地

昇
降
機
等
検
査
員
意
見

建物名称・用途

改
　
　
善
　
　
事
　
　
項

昇降機等の内容

月

電話

改
　
　
善
　
　
内
　
　
容

号）

様様

( 交付番号

昇昇降降機機等等改改善善工工事事完完了了届届

日月年

月年

年

20



第１章　東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用

令和 日付で改善指導があった下記事項について

令和 日に当該工事を完了したので届けます。

令和

所有者(管理者)

住所・氏名

昇降機等検査員

住所・氏名

( )

（注意） ※印のある欄は、記入しないでください。

（日本工業規格Ａ列４番）

昇昇降降機機等等改改善善工工事事完完了了届届

○○ 年 ○○ 月 ○○

日

様様

○○ 年 ○○ 月 ○○

○○

昇
降
機
等
検
査
員
意
見

1(4)救出装置作動状況が良好であることを確認
した。

2(3)主索交換し良好であることを確認した。

※
　
受
　
付
　
欄

記

建 物 所 在 地 東京都○○区新宿△△―△△―○

建物名称・用途 ○○ビル　　事務所

昇降機等の内容 １号機　乗用エレベーター（900Kg 13名90m/min）登録番号2007123123

【【記記入入例例】】

改
　
　
善
　
　
事
　
　
項

1(4)救出装置作動せず。

2(3) 主索素線切れが発生しており交換基準に達
しています。

6(6) ピット床面に水が溜まっており保全上支障
があります。

改
　
　
善
　
　
内
　
　
容

1(4)救出装置用バッテリー及びバッテリー充電
装置交換した。

2(3)主索（３本）を交換した。

電話

( 交付番号 号）

年 ○○ 月 ○○
改改善善工工事事完完了了後後、、速速ややかかにに提提出出すするる。。

「「改改善善指指導導書書」」発発行行日日付付をを必必ずず記記入入すするる。。

報報告告日日をを記記入入すするる。。

（（注注））改改善善事事項項ににはは改改善善指指導導のの全全ててのの指指摘摘

項項目目をを記記載載ののこことと。。

   21
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第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 
第21号様式の５(第14条の3関係) 

事故報告書（速報） 

建築基準法第１２条第５項の規定に基づき、下記のとおり事故が発生しましたので報告します。 

 なお、本情報は速報であり、調査等の状況によっては内容が変わりうることをあらかじめ申し添えます。 

 

                                                                       年  月  日（第 報） 

 東京都知事 殿 

報告者  会社名 

    氏名                               

    電話      (   )    

     

記 

１ 建築物等の概要 

（１）所在地（                            ） 

（２）住居表示（                           ） 

（３）建築物等の名称（                        ） 

（４）事故が発生した場所の主な用途 

    映画館・劇場等  病院・診療所等  ホテル・旅館  下宿・共同住宅  学校・体育館等 

 百貨店・店舗等  キャバレー・ナイトクラブ等  駐車場等  事務所  外壁・塀等 

 遊戯施設  その他（               ） 

２ 事故の概要 

（１）発生年月日      年  月  日 

（２）発生場所 

   エレベーター  エスカレーター  自動扉  防火シャッター  窓  手すり   

その他建築物の内部  外壁  看板・屋外設備  その他建築物の外部  ジェットコースター   

ウォータースライダー  その他の遊戯施設（      ）  その他（         ） 

（３）事故の状況 

    被害者が落下した  落下物にあたった  建築物等に挟まれた  建築物等に衝突した 

   その他（                                     ） 

３ 被害者の概要 

（１）被害者の数（   ）名 

（２）被害程度（初診時） 軽症（   ）名、中等症（  ）名、重症（  ）名、死亡（  ）名 

（３）性別 男（  ）名  女（  ）名 

（４）年齢層 就学前（  ）名 児童・生徒（  ）名 高齢者（おおむね 65 歳以上）（  ）名 

    その他（  ）名 

４ 事故の応急措置及び防止策 

 

５ 特記事項 

 

（注意）必要な事項を記入してください。 

(日本工業規格 A列 4番) 
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第１章 東京都における昇降機等定期検査報告制度の運用 

第21号様式の6(第14条の3関係) 

 

事故報告書(詳細) 
 建築基準法第12条第5項の規定に基づき、下記の事故についての詳細を報告します。 

年  月  日  

 東京都知事 殿 

   所有者・管理者 

   占有者・建築主    住所              電話   (  ) 

              会社名 

              氏名         

   代表となる設計者   住所              電話   (  ) 

              会社名         ( )級建築士事務所(  )登録第( )号 

              氏名          ( )級 建 築 士(  )登録第( )号 

   代表となる工事監理者 住所              電話   (  ) 

              会社名         ( )級建築士事務所(  )登録第( )号 

              氏名          ( )級 建 築 士(  )登録第( )号 

   工事施工者      住所              電話   (  ) 

              会社名         建設業の許可 大臣・知事  第( )号 

              氏名          

(法人にあっては、その事務所の所在地、名称及び代表者の氏名) 

  

記 

1 建築物等の概要 

 (1) 所在地(                        ) 

 (2) 住居表示(                       ) 

 (3) 建築物等の名称(                         ) 

 (4) 事故が発生した場所の主な用途(           ) 

 (5) 確認済証 交付番号     年  月  日  第   号 

         交付者  (               ) 

 (6) 検査済証 交付番号     年  月  日  第   号 

         交付者  (               ) 

 (7) 定期報告 (建築物)     年  月  日報告 

        （防火設備）    年  月  日報告 

         (建築設備)    年  月  日報告 

         (昇降機等)    年  月  日報告 

2 事故の概要 

 (1) 発生年月日     年  月  日 

 (2) 発生場所(                      ) 

 (3) 事故の状況(                               ) 

3 被害者の概要 

 (1) 被害者の数(   )名 

 (2) 被害程度 軽症(  )名、中等症(  )名、重症(  )名、死亡(  )名 

 (3) 性別 男(  )名  女(  )名 

 (4) 年齢層 就学前(  )名 児童・生徒(  )名 高齢者(65歳以上)(  )名 その他(  )名 

4 事故の原因 

 

 

5 事故の応急措置及び防止策 

 

 

(注意)必要な事項を記入してください。 

(日本工業規格A列4番) 
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